
様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
行政書士　　　　福岡　二郎

各土木事務所が記入する。

大分県大分市大手町３丁目１番１号
株式会社　大分建設工業 ゴム印でも良い　　

申請者 代表取締役　豊後　太郎

行政庁側記入欄 受付した日を記入 土木事務所コード 整理番号

不要なものは消す 許可年月日

許可年月日

前回申請時から許可番号が変更になった場合のみ記入する。
通常の更新の場合は不要。

経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求の場合は｢1」
濁音又は半濁音を表す文字は
１文字として記入する。

個人は記入不要。 中点「・」は記入しない。
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政書士の方は、別途委任状
の写しを添付すること。
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「法人番号欄」については、
国税庁からの「法人番号指定通知書」も
しくは国税庁の法人番号公表サイト
http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
で商号等から検索して記入



今年度の経営状況分析結果通知書と
審査対象 一致させること。

1.基準決算
2.２期平均

前年の結果通知書と一致させること。
２期平均を選択しない場合は不要。

技術職員名簿に記載された技術職員の合計数を記入する。

経営状況分析を受けた機関の名称

経営状況分析を受けた登録経営状況分析機関を右詰で
記入し、空欄は「0」で埋めること。

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。
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一般財団法人　建設業情報管理センター

右側の数値を全て足しあわせ、２で除
した額（千円未満切り捨て）を記入す
る。

経営状況分析結果通知書に記載され
ている数値と一致すること。

２期平均を選択した場合は右側の自己資
本額を平均し、千円未満を切り捨てる。


